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総論部分（案） 

 

 

はじめに 

 

昨年 11 月 30 日、第 1回の社会保障制度改革国民会議（以下「国民会議」と

いう。）を開催して以来、○○回にわたって会合を重ねてきた。その間、経済界

や労働界、地方団体、医療・介護分野の関係者等を交えた議論、個人や団体か

らの意見募集、委員からのプレゼンテーション、分野ごとの議論の整理など、

様々な議論等を経て、今般、国民会議としての意見をとりまとめたので報告す

る。 

少子高齢化の急速な進行、雇用基盤の変化、家族・地域の在り方の変容、経

済成長の停滞など高度経済成長以来の我が国の社会保障が前提としてきた社会

経済構造が大きく変わる中で、こうした変化に対応したあるべき社会保障制度

改革の議論が、党派を超えて、なされてきた。既に、子ども・子育て支援のた

めの新制度の創設や年金制度における基礎年金の国庫負担割合 2分の 1の恒久

化、短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大や低所得高齢者等への福祉給付

の創設など、昨年の国会における審議を経て関係法案が成立し、その具体化が

図られているが、社会保障については、引き続き、制度改革が求められている。 

国民会議では、こうした経緯を十分に踏まえつつ、社会保障制度改革推進法

の規定に基づき、社会保障分野の有識者を構成員とする会議として、論理的か

つ実証的に検討を行い、「質が高く持続可能な社会保障制度」を目指して、鋭意

議論を重ねてきた。以下は、これまでの検討の成果をとりまとめたものである。 

 

第１部 社会保障制度改革の全体像 

 

１ 社会保障制度改革国民会議の使命 

（１）これまでの社会保障制度改革の経緯 

我が国のこの 20～30 年の社会保障制度改革の経緯を概観すると、1990 年

代初頭にはバブル経済が崩壊し、日本経済が長期にわたり低迷する中で、

1990（平成 2）年には「1.57 ショック」として少子化が社会問題として本格

的に意識され、また、1994（平成 6）年には、65 歳以上の人口が 14％を超

え、「高齢社会」が到来した。この中で、子育て支援の分野では「今後の子

育て支援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラン）」（1994（平

成 6）年）が策定され、また、我が国の第 5番目の社会保険として介護保険

制度（2000（平成 12）年）が実施された。 

また、2000 年代以降には、社会保障構造改革として、年金制度改革（2004
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（平成 16）年）、介護保険改革（2005（平成 17）年）、高齢者医療制度の改

革（2006（平成 18）年）が実施され、これにより、各制度の持続可能性は

高まったが、少子化対策の遅れ、高齢化の一層の進行に伴う制度の持続可能

性、医療・介護の現場の疲弊、非正規雇用の労働者等に対するセーフティネ

ット機能の低下等の問題が顕在化した。 

こうした状況を踏まえ、福田・麻生政権時の社会保障国民会議（2008（平

成 20）年）、安心社会実現会議（2009（平成 21）年）において、新しい社会

保障の在り方をめぐる議論が開始された。社会保障国民会議では、社会保障

の機能強化について具体的な提言が行われ、安心社会実現会議では、社会保

障、雇用、教育の連携を踏まえて安心社会への道筋が展望された。また、少

子化対策としては、2007（平成 19）年に『「子どもと家族を応援する日本」

重点戦略』が策定された。こうした議論を踏まえ、平成 21 年税制改正法附

則第 104 条には、消費税の全額が「制度として確立された年金、医療及び介

護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」に充て

られることを含めた税制の抜本的な改革を行うための法制上の措置を 2011

（平成 23）年度までに講ずることが明記された。 

さらに、民主党政権下においても、先の安心社会実現会議等の議論が引き 

継がれ、2010（平成 22）年 10 月には社会保障改革に関する有識者検討会が

設置されるとともに、社会保障の具体的な制度改革と税制改正について一体

的に検討が進められた。2011（平成 23）年 7月には、「社会保障・税一体改

革成案」が閣議報告されるとともに、昨年 2月には「社会保障・税一体改革

大綱」が閣議決定され、その内容を実現するための関連法案が、昨年の通常

国会に提出され、衆・参両議院で合わせて 200 時間以上の集中的な審議を経

て、昨年の 8月 10 日に一体改革関連法案が可決、成立した。 

消費税を段階的に 10％に引き上げる税制改革関連法案及び子ども・子育

て支援関連法案、年金関連法案の成立により、消費税収（国・地方、現行分

の地方消費税を除く。）については、社会保障財源化されるとともに、消費

税増収分の具体的な活用先として、子ども・子育て支援の拡充を図ること、

年金分野においては、基礎年金の国庫負担割合を 3分の 1から 2分の 1に引

き上げることのほか、低所得者に対する福祉的給付などの措置が講じられる

こととなった。 

 

（２）社会保障制度改革国民会議の使命 

社会保障・税一体改革関連法案の国会審議が開始される中で、昨年 6 月、

自由民主党、公明党、民主党の三党（以下「三党」という。）で確認書が合

意され、それに基づき、三党の提案で社会保障制度改革推進法案が国会に提

出され、他の一体改革関連法案と同時に昨年 8 月 10 日に成立した。社会保
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障制度改革推進法（以下「改革推進法」という。）においては、政府は、改

革推進法に規定された基本的な考え方や、基本方針にのっとって、社会保障

制度改革を行うものとされ、このために必要な法制上の措置については、法

律施行後 1年以内に、国民会議における審議の結果等を踏まえて講ずるもの

とされた。また、国民会議の立ち上げに当たっては、三党の合意による国民

会議における検討項目が示されている。 

このように、2008（平成 20）年の社会保障国民会議以来の社会保障制度

改革の議論については、2回の政権交代を超えて共有できる一連の流れがあ

る。 

国民会議においては、こうした議論の流れを踏まえつつ、平成 24 年 2 月

17 日に閣議決定された社会保障・税一体改革大綱その他の既往の方針のみ

にかかわらず、幅広い観点に立って、改革推進法に規定された基本的な考え

方や基本方針に基づき、社会保障制度改革を行うために必要な事項を審議す

ることをその使命としている。 

 

２ 社会保障制度改革推進法の基本的な考え方 

（１）自助・共助・公助の最適な組合せ 

我が国の社会保障制度は、自助・共助・公助の最適な組合せに留意して形

成すべきとされている。 

これは、国民の生活は、自らが働いて自らの生活を支え、自らの健康は自

ら維持するという「自助」を基本としながら、高齢や疾病・介護を始めとす

る生活上のリスクについては、こうしたリスクを分散する「共助」が自助を

支え、自助や共助では対応できない困窮などの状況については、受給要件を

定めた上で必要な生活保障を行う公的扶助や社会福祉などの「公助」が補完

する仕組みとするものである。 

この「共助」の仕組みは、国民の参加意識や権利意識を確保し、負担の見

返りとしての受給権を保障する仕組みである社会保険方式を基本とするが、

これは、自助を共同化することによってリスクに備える（＝自助を支える）

仕組みである。 

したがって、我が国の社会保障制度においては、国民皆保険・皆年金に代

表される自助の共同化としての社会保険制度が基本であり、「公助」は自助・

共助を補完するという位置づけとなる。なお、これは、我が国の社会保障の

出発点となった 1950（昭和 25）年の社会保障制度審議会の勧告にも示され

ている。 

社会保障制度改革においては、こうした自助・共助・公助の位置づけを前

提とした上で、我が国の社会経済の情勢の変化を踏まえて、その最適なバラ

ンスをどのように図るのかについて議論が求められている。 
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（２）社会保障の機能の充実と給付の重点化・効率化、負担の増大の抑制 

現行の社会保障制度の基本的な枠組みが作られた高度経済成長期以降、 

少子高齢化の進行、生産年齢人口の減少、経済の長期低迷とグローバル化の

進行、家族や地域の扶養機能の低下、非正規雇用の労働者の増加による雇用

環境の変化など、我が国の社会経済情勢については、大きな変化が生じてい

る。 

その中で、子育ての不安、高齢期の医療や介護の不安、雇用の不安定化、

格差の拡大、社会的なつながり・連帯感のほころびなど、国民のリスクが多

様化するとともに拡大している。こうしたリスクやニーズに対応していくた

めには、社会保障の機能強化を図らなければならない。 

また一方で、経済成長の鈍化と少子高齢化の更なる進行の中で、社会保障

費は経済成長を上回って継続的に増大しており、国民の負担の増大は不可避

となっている。 

こうした中で、既存の社会保障の安定財源を確保するとともに、社会保障

の機能強化を図るためには、税や社会保険料の負担増は避けられないが、こ

うした負担について国民の納得を得るとともに、持続可能な社会保障を構築

していくためには、同様の政策目的を最小の費用で実施するという観点から、

徹底した給付の重点化・効率化が求められる。 

また、社会保障が、現在、巨額の後代負担を生みながら、財政運営を行っ

ていることは、制度の持続可能性や世代間の公平という観点からも大きな問

題であり、現在の世代の給付に必要な財源は、後代につけ回しすることなく、

現在の世代で確保できるようにすることが不可欠である。 

このため、「自助努力を支えることにより、公的制度へ依存を減らす」こ

とや、「負担可能な者は応分の負担を行う」ことによって社会保障の財源を

積極的に生み出し、将来の社会を支える世代の負担が過大にならないように

すべきである。 

また、ＩＣＴの活用や医療データの整備など社会保障の重点化・効率化に

つながるハード面の整備とそれを活用できる人材の育成などソフト面の整

備が重要である。 

 

（３）社会保険方式の意義、税と社会保険料の役割分担 

① 国民皆保険・皆年金と社会保険方式の意義 

「国民皆保険・皆年金」は、すべての国民が、公的医療保険や公的年金

による保障を受けられるようにする制度であり、我が国の社会保障の中核

として、国民生活を支えてきた。この仕組みは、「社会保険方式」として

運営され、保険証一枚で医療機関にフリーアクセスできる公的医療保険や、
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世界最長の長寿社会を支える公的年金は、世界に誇れる我が国の共有財産

となっている。 

社会保険方式は、国民の参加意識や権利意識を確保し、保険料を支払っ

た人にその見返りとして受給権を保障する仕組みであり、いわゆる自助を

共同化し、国民の自立を社会的に支援する仕組みである。 

社会保険方式は、保険料の見返りとして給付を受けられることから、権 

利性が強く、給付と負担の関係が明確であることから、必要な給付水準に

対する負担について理解を得られやすく、また、保険というリスク分散の

考えに立つことで、社会保障の対象を一定の困窮者から国民全体に拡大し

た普遍的な制度となっている。 

一方、社会保険方式のデメリットは、保険料を納付しない者、制度への

加入手続きをとらない者は、保障を受けられないことであるが、我が国は、

皆保険・皆年金制度を実質的に確保する観点から、所得水準を勘案した負

担しやすい保険料とすることや、免除制度を設けることにより、できる限

りすべての者を保険の加入者とするための仕組みを組み込んでいる。 

 

② 皆保険・皆年金のセーフティネット機能の弱体化 

近年、被用者保険に加入できず、さらに国民年金や国民健康保険の保 

険料が未納になることによって皆保険・皆年金の網の目（セーフティネッ

ト）からもれてしまう非正規雇用の労働者が少なくないことが大きな問題

となっている。 

我が国の皆保険・皆年金制度の国民の生活保障として意義を貫徹して 

いくためには、効果的な未納・未加入対策を講じていくことや、非正規雇

用の労働者にも社会保障が十分機能するよう、被用者保険の適用拡大など

就労形態の変化に対応した制度設計の見直しを図っていくことが課題と

なっている。また、経済・雇用政策等様々な政策を連携させて、すべての

人々が安定して働ける社会を目指すことが求められる。 

 

③ 税と社会保険料の役割分担（Ｐ） 

社会保険制度の財源は、原則、保険料であるが、我が国の社会保険制  

度には、多くの公費（税財源）が投入されている。例えば、全国民に給付

される基礎年金には国費が 2分の 1 投入され、自営業者や無職者が加入し、

医療サービスを受ける国民健康保険には、国費と地方費が 2分の 1 投入さ

れ、中小企業のサラリーマンが加入する全国健康保険協会の給付費にも一

部国費が投入されている。さらに、後期高齢者医療制度や介護保険制度に

も、国費と地方費が 2分の 1 投入されている。税と保険料の役割分担につ

いては、どのように考えるべきであろうか。 
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我が国の医療保険制度や年金制度は、被用者保険と自営業者等を対象 

とした保険に分かれており、医療保険制度は、それぞれのグループ内にお

いて、さらに細かく保険者が分立していること、また、無職者や低所得者

であっても、医療保険制度や年金制度に加入するという皆保険・皆年金の

考え方をとっていることが特色となっている。 

社会保険制度への公費投入の理由は、一つは、無職者や低所得者も保 

険に加入できるよう、保険料の負担水準を引き下げることであり、もう一

つは、保険制度が分立していることによる給付と負担の不均衡を是正する

ことである。 

まず、前者については、現行制度の下では、現在、高齢化の進行や非正

規雇用の労働者の増加による所得格差が増大する中で、保険料負担の逆進

性を強めることとなる。したがって、逆進性緩和の視点から低所得者の保

険料軽減や標準報酬月額の最高限度額の引上げを行うなど、社会保険料の

在り方を再点検した上で、社会保障の維持と機能強化のために公費を投入

することが必要となる場合があると考えられる。 

一方、後者については、制度分立は保険者の仕組み方の問題であり、基

本的には保険制度の中での調整が求められ、公費投入に頼るべきでなく、

公費投入は保険者間で調整できないやむを得ない事情のある場合とすべ

きである。 

また、給付の大宗を社会保険制度で賄っている年金・医療・介護につい

ては、すでに財源の 4割弱が公費（税財源）で占められており、これらの

給付が増えれば、必要となる税財源が増えていくこととなるが、社会保障

をめぐる財政は、社会保障関係費が増大する中で、それに見合った税負担

がなされておらず、その不足分をいわゆる赤字公債で補っている状況であ

り、消費税が増税された後でもこの構造が解消されるわけではない。こう

した状況は、国・地方を通じた財政の健全化、社会保障の持続可能性、世

代間の公平という観点から極めて問題である。 

こうした我が国の財政状況も踏まえれば、社会保険への税の投入につい

ては、上記の所得格差の調整を含め、社会保険料に係る国民の負担の適正

化に充てることを基本とすべきである。 

一方、社会保険は、透明性と納得性にその特徴があることから、制度が

必要以上に複雑にならないようにできる限り努力しなければならない。 

 

（４）給付と負担の両面にわたる世代間の公平 

① すべての世代を対象とした社会保障制度へ 

少子高齢化の進行と現役世代の雇用環境が悪化する中で、これまでの 

我が国の社会保障の特徴であった「給付は高齢世代中心、負担は現役世代
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中心」という構造を見直して、給付・負担の両面で世代間・世代内の公平

が確保された制度とすることが求められる。 

社会保障の持続可能性にとってとりわけ重要なことは、子育て中の 

人々など若い人々が日々の暮らしに安心感をもち、将来に対し、夢と希望

がもてることであり、社会保障制度改革は、こうした視点から取り組む必

要がある。将来に対し、夢と希望を抱くことができる社会保障を構築する

ことによって、若い人々も納得して制度に積極的に参加することができる。 

こうした観点から、若い人々も含め、すべての世代に安心感と納得感の

得られる全世代型の社会保障に転換することを目指し、子ども・子育て支

援など、若い人々の希望につながる投資を積極的に行うことが必要である。

こうした取組を通じて、若い人々の負担感ができる限り高まることのない

ようにすることが重要である。 

 

② 将来の社会を支える世代への負担の先送りの解消 

国の基礎的財政収支対象経費に占める社会保障関係費の割合が4割を超

えており、税収は歳出の半分すら賄えていない状況に照らせば、社会保障

関係費の相当部分を将来の社会を支える世代につけ回しているというこ

とになる。 

現在の世代が享受する社会保障給付について、給付に見合った負担を確

保せず、その負担を将来の社会を支える世代に先送ることは、財政健全化

の観点のみならず、社会保障の持続可能性や世代間の公平の観点からも大

きな問題であり、速やかに解消し、将来の社会を支える世代の負担ができ

る限り少なくなるようにする必要がある。高齢化が急速に進む中でも、将

来の社会を支える世代の痛みを少しでも緩和するために、現在の世代が、

何ができるのかをしっかり考えなければならない。 

いずれにせよ、受益と負担が見合わない社会保障はいずれ機能しなくな

り、その結果、社会の活力を失わせてしまうこととなる。このように社会

保障制度改革と財政健全化は、同時達成が必須となっている。 

 

  ③ 「世代間の損得論」と高齢者向け給付の持つ「現役世代のメリット」 

年金制度や高齢者医療制度、介護保険制度を念頭に、「世代間の不公平」

を指摘する意見がある。すなわち、「親の世代は、少ない負担で多額の給

付がもらえたが、若い世代は負担に比べてもらえる給付が少ない」という

世代間の損得論の主張である。 

しかし、年金制度や高齢者医療制度、介護保険制度は、子どもが老親を

扶養するという私的扶養を社会化したものであることに十分留意が必要

である。例えば、年金制度が十分に成熟する以前の世代は、親の私的扶養
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もしながら、自らの保険料を納めてきたのであり、公的年金の給付と負担

だけをみて損得論を議論するのは適切でない。また、介護保険制度の創設

により、家計における税・保険料の負担は増加したが、一方で介護サービ

スが大幅に増加し、その結果、主に女性が担っていた家族内での介護負担

は軽減している。 

このように年金制度を始めとする社会保障は、単に高齢世代のメリット

となっているだけではなく、高齢世代の生活保障を社会的な仕組みとして

行うことによって、その子や孫の負うべき負担を軽減し、現役世代のメリ

ットにもなっていることを考慮する必要がある。 

 

３ 社会保障制度改革の方向性 

（１）「1970 年代モデル」から「21 世紀（2025 年）日本モデル」へ 

我が国の社会保障の枠組みは、1961（昭和 36）年の国民皆保険・皆年金

を経て、年金や医療の給付の大幅な改善が実施された 1973（昭和 48）年（「福

祉元年」と呼ばれる）に完成されたものである。右肩上がりの経済成長と低

失業率、それにより形成された正規・終身雇用の男性労働者の夫と専業主婦

の妻と子どもという核家族がモデルの下で、「現役世代は雇用、高齢者世代

は社会保障」という生活保障モデルが確立し、また、高齢化率も現在に比べ

るとかなり低いレベルであった。 

これに対して、1990 年代以降の国内外の社会経済状況の変化の中で、こ

れまでの社会保障が前提としていた我が国の社会経済構造は大きく変化し

てきている。 

まず、日本の人口構成は他国に類を見ないスピードで少子高齢化が進んで

おり、2025（平成 37）年には、いわゆる「団塊の世代」がすべて 75 歳以上

となり、高齢者の中で高齢の者が増える超高齢社会になっていく。 

また、社会保障支出が増える中、支え手である生産年齢人口は少なくなっ

ていき、一方で、核家族化の進行や高齢世帯の増加、さらには夫婦共働きの

増加により、家族や親族の支え合いの機能が希薄化し、また、都市化に伴う

生活様式の全国的な浸透や人口の減少により、地域の支え合いの機能も低下

していくことを免れない。 

さらに、高度経済成長期に形成され、安定経済成長期まで維持されてきた

日本型雇用システムに代表される企業による生活保障機能についても、経済

のグローバル化や経済の低成長に対応するために増加した非正規雇用の労

働者については適用されず、これらの人々は企業の保護の傘から外れるとい

った状況になっている。 

こうした社会経済状況の変化を踏まえ、我が国の社会保障制度を「1970

年代モデル」から「21 世紀（2025 年）日本モデル」に再構築して、国民生
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活の安心を確保していくことが、喫緊の課題となっている。 

男性労働者の長期安定雇用と専業主婦を前提とした「1970 年代モデル」

では、社会保障は専ら「年金」、「医療」、「介護」が中心となっていたが、「21

世紀（2025 年）日本モデル」では、年金、医療、介護の前提となる、現役

世代の「雇用」や「子育て支援」、さらには、「低所得者・格差の問題」や「住

まい」の問題なども社会保障として大きな課題となってくる。 

すなわち、「21 世紀（2025 年）日本モデル」の社会保障については、子ど

も・子育て支援を図ることや、経済政策・雇用政策・地域政策などの施策と

連携し、非正規雇用の労働者の雇用の安定・処遇の改善を図ること等を始め

としてすべての世代を支援の対象とし、また、すべての世代が、その能力に

応じて支え合う全世代型の社会保障とすることが必要である。 

また、限られた資源を有効に活用するとともに、ＱＯＬ（Quality of Life）

の向上という観点から、様々な生活上の困難があっても、地域の中で、その

人らしい生活が続けられるよう、それぞれの地域の特性に応じて、医療・介

護のみならず、福祉・子育て支援を含めた支え合いの仕組みをハード面、ソ

フト面におけるまちづくりとして推進することが必要である。 

こうしたまちづくりを、21 世紀（2025 年）の新しいコミュニティの再生

と位置づけ、こうした取組を通じて、超高齢化の中にあっても、誰もが安心

し、かつ希望をもって生きることができる「成熟社会の構築」に向けてチャ

レンジすべきである。 

 

（２）すべての世代を対象とし、すべての世代が相互に支え合う仕組み 

上述のように、「21 世紀型（2025 年）日本モデル」の社会保障では、主と

して高齢者世代を給付の対象とする社会保障から、切れ目なく全世代を対象

とする社会保障への転換を目指すべきである。 

その際、全世代型の社会保障への転換は、世代間の財源の取り合いになる

と考えるのではなく、現役世代を支援することで、現役世代が高齢世代を支

える力を強めるものと考えるべきである。 

また、世代間の公平だけではなく、世代内の公平も重要であり、特に他の

年代と比較して格差の大きい高齢者については、一律横並びに対応するので

はなく、負担能力に応じて社会保障財源に貢献してもらうことが必要である。 

このような観点から、これまでの「年齢別」から「負担能力別」に負担の

在り方を切り替え、社会保障・税番号制度も活用し、資産を含め負担能力に

応じて負担する仕組みとしていくべきである。 

 

（３）女性、若者、高齢者などすべての人々が働き続けられる社会 

これまでの男性中心の働き手という家族形態から、男性も女性もともに働
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き、ともに子育てするという家族形態へ変化してきた。この変化に対応し、

子育て支援の充実など夫婦の働き方を問わず子育てができる環境を整備す

ることが、社会保障に求められている。 

女性の就業については、夫婦共働きが増加し、就業率が上昇傾向にあるも

のの、いまだ男性よりも低い水準となっている。また、女性の労働力率を年

齢階級別にみると、30 歳代を底としたいわゆるＭ字カーブがみられ、依然

として、出産、子育てを機に就業を中断する女性が多い。少子化が進む中、

働きながら子育てできる環境整備を進めることが重要であり、また、女性の

就業率の上昇は経済成長にも資することからも、子ども・子育て支援新制度

による保育の充実に加え、父母ともに育児に関われるワーク・ライフ・バラ

ンスを着実に実現していく必要がある。 

また、高齢者についても、健康寿命が延伸することを踏まえ、高齢者が培

ってきた知識や経験を活かせるよう、意欲と能力がある限り、年齢にかかわ

りなく、働くことができる社会の実現に向けた取組が必要である。 

さらに、人口減少社会となった我が国では、明日の社会を支える若者が安

定的な雇用に就き、適切な職業キャリアを積むことができるようにすること

が、何より重要であり、新規学卒者を含む若者に対する効果的な就業支援等

を検討すべきである。 

こうした取組により、社会保障の支えられる側、支える側という従来の考

え方を乗り越えて、女性や若者、高齢者、障害者を始め働く意欲のあるすべ

ての人が働くことができる社会を目指し、支え手に回る側を増やすことに国

を挙げて積極的にチャレンジすべきである。  

 

（４）すべての世代の夢や希望につながる子ども・子育て支援の充実 

少子化の問題は、社会保障全体に関わる問題であり、また子育て支援は、

親子、家族のためだけでなく、社会保障の持続可能性（担い手の確保）や経

済成長にも資するものである。これをすべての世代に夢や希望を与える日本

社会の未来への投資であると認識し、取り組むべきである。 

子育てを社会全体で支援して、子育てを楽しめる社会としていくことが必

要であり、妊娠・出産から子育てまでのトータルな支援や、発達初期の教育・

保育などすべての子どもへの良質な発達環境の支援を充実していくことが

求められる。 

加えて、子どもの発達初期の環境は、後の思春期や成人期の発達にも影響

を及ぼすものであり、良質な環境の整備が格差・貧困対策としても効果的で

あることに留意すべきである。 
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（５）低所得者・不安定雇用の労働者に対するセーフティネットの構築 

我が国の社会保険制度は、低所得者や無職者でも加入できるよう工夫した

仕組みであるが、非正規雇用の労働者等が増大する中で、従来の社会保険制

度の適用から外れる者が増大し、他方で国民健康保険などでは低所得のため

に保険料を支払うことが難しくなる者が増加してきた。 

グローバル化等による雇用の不安定が、格差・貧困問題の深刻化につなが

らないよう、働き方の違いにかかわらず、安定した生活を営むことができる

環境を整備することが重要である。このためには、非正規労働者の雇用の安

定や処遇の改善を図るとともに、非正規雇用の労働者に対して社会保障が十

分機能するように、被用者保険の適用拡大等を図っていくことが重要である。 

格差・貧困問題の深刻化は、社会の統合を脅かし、社会の分裂を招くとと

もに、多くの人の能力が発揮されずに終わり、社会的な連帯意識も弱まり、

扶助費や行政コストの肥大化を招くことになる。こうした、格差・貧困問題

を解決するためには、税制や社会保障制度を通じて、負担できる者が負担す

る仕組みとするなど所得再分配機能を強化しつつ、経済政策、雇用政策、教

育政策、地域政策、税制など、様々な政策を連携させていく必要がある。 

また、年金税制等により優遇されている高齢者の問題などを検討し、真の

低所得者を把握できるような仕組みを目指すことが重要である。 

 

（６）地域づくりとしての医療・介護・福祉・子育て 

今後、大都市では、75 歳以上の高齢の高齢者が急増する一方、地方圏で

は、75 歳以上の高齢者数の伸びは緩やかになり、減少に転じる地域も少な

くない。一方、過疎化が進む地域では、人口が急速に減少し、基礎的な生活

関連サービスの確保が困難になる自治体も増加する。このように地域ごとに

高齢化の状況が異なっており、また、地域の有する社会資源も異なることか

ら、各地域において地域の事情を客観的なデータに基づいて分析し、それを

踏まえて、医療機能の分化・連携や地域包括ケアシステムの構築など医療・

介護の提供体制の再構築に取り組んでいくことが必要となる。 

高齢化に伴い患者が急増する中で、医療資源を有効に活用し、より質の高

い医療提供体制を実現するため、医療機能の分化・連携を強力に進めていく

ことが必須であるが、その改革の実現のためには、在宅等住み慣れた地域の

中で患者等の生活を支える地域包括ケアシステムの構築が不可欠である。 

過度な病院頼みから抜け出し、ＱＯＬを目標として、住み慣れた地域で人

生の最後まで、自分らしい暮らしを続けることができる仕組みとするために

は、病院病床や施設の持っている機能を、地域の生活の中で確保することが

必要となる。すなわち、医療サービスや介護サービスだけなく、住まいや移

動、食事、見守りなど生活全般にわたる支援を併せて考える必要があり、こ
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のためには、コンパクトシティ化を図るなど住まいや移動等のハード面の整

備や、サービスの有機的な連携といったソフト面の整備を含めた、人口減少

社会における新しいまちづくりの問題として、医療・介護のサービス提供体

制を考えていくことが不可欠である。 

このような地域包括ケアシステムの構築は、地域のもつ生活支援機能を高

めるという意味において「21 世紀型のコミュニティの再生」と言える。 

病床機能の分化・連携や、地域包括ケアシステムの構築は、団塊の世代の

すべてが 75 歳以上となる 2025（平成 37）年に向けて速やかに取り組むべき

課題であり、その実現に向けて早急に着手し、地域の特性に応じて実現可能

な体制を見出す努力を早急に開始すべきである。 

医療・介護の地域包括ケアシステムの構築により、地域ごとに形成される

サービスのネットワークは、高齢者介護のみならず、子ども・子育て支援、

障害者福祉、困窮者支援にも貴重な社会資源となり、個人が尊厳をもって生

きていくための、将来の世代に引き継げる貴重な共通財産となる。 

 

（７）国と地方が協働して支える社会保障制度改革 

子育て、医療、介護など社会保障の多くが、地方公共団体を通じて国民に

提供されており、社会保障における地方公共団体の役割は極めて大きい。制

度運営について、住民と直接向き合う地方公共団体は、各地域における社会

保障の運営責任者というべき存在であると言える。 

したがって、今般の社会保障制度改革については、その成果を確実に国民

に還元していくためにも、地方公共団体の理解が得られるような改革とし、

自己改革や応分の負担など国と地方公共団体がそれぞれ責任を果たしなが

ら、対等な立場で協力し合う関係を築くことが重要である。 

また、社会保障制度改革の推進に当たっては、国が基本的なビジョンを示

しつつも、地方公共団体が主体的かつ総合的に改革に取り組んでいけるよう、

社会保障における国・都道府県・市町村の役割分担の見直し（（Ｐ）例：国

民健康保険の保険者など）、地方公共団体の必要な役割・財源の強化（（Ｐ）

例：地域医療提供体制に関する都道府県の権限強化など）、社会保障制度改

革を進めるための基盤整備（（Ｐ）例：人材の確保や必要なデータの整備な

ど）について、国と地方公共団体が連携して進めていくことが必要である。 

 

（８）成熟社会の構築へのチャレンジ 

2025（平成 37）年には、団塊の世代がすべて、75 歳以上の高齢者となり、

高齢者の中でも高齢の者が増加する。また、人口の減少により、2050（平成

62）年には人の居住している地域の 2割は無人化するといわれる。 

こうした中で要介護者が急増するとともに、認知症などが大きな問題とな



 
 

 
- 13 - 

 

り、また、人口減少による限界集落の問題など、多くの解決すべき課題が想

定されている。 

しかし、その一方で、今後の高齢社会では、平均余命、とりわけ健康寿命

が伸びることで老後という、自分が自分らしく生きられる豊かな自由な時間

が増え、その中で新しい人生の意味を見つけ出すことも可能となる。 

また、従来の支えられる側、支える側という区分を取り払って、こうした

高齢者が社会で活躍できるような、経済社会システムづくりを行っていくこ

とが求められる。 

例えば、医療の目的は、従来の「治す医療」からよりＱＯＬを重視した「治

し・支える医療」への転換が求められる。また、医療・介護の提供体制につ

いても、まちづくりとして考えることが求められ、終末期ケアや看取りの在

り方についても、最後まで自分らしく生きるためにどうあるべきかという観

点から、国民的な議論を行っていくことが求められる。 

社会保障の制度設計に当たって、中年期からの疾病予防など個々人が、リ

スクの低減に向けた自助努力を行うインセンティブを持てる仕組みや、サー

ビスの選択肢を増やし、個人が選択していける仕組みを組み込むことも必要

となる。 

また、健康で長寿を実現することは人類の理想であり、人生 90 年時代に

は、これまでの画一的な人生モデルではなく、多様な人生設計が可能となる。

90 年の人生を健康で、持てる力を最大限に発揮して生きるために、個人が

人生設計能力を高める必要がある。 

このように、人口構成の変化や高齢化等をネガティブに考えるのではなく、

様々な課題に正面から向き合い、一つ一つ解決を図っていくことを通じて、

世界の先頭を歩む高齢化最先進国として、超高齢社会の中を充実して生きて

いける社会づくりを、「成熟社会の構築」ととらえて、チャレンジしていく

ことが必要である。 

  

４ 社会保障制度改革の道筋 ～時間軸で考える～ 

上記のような考え方に沿った制度の改革については、将来あるべき社会像を

想定した上で、短期と中長期に分けて実現すべきである。 

すなわち、まずは、消費増税という国民負担を社会保障制度改革の実施とい

う形で速やかに国民に還元するため、今般の一体改革による消費税の増収が段

階的に生じる期間内に集中的に実施すべき改革である。また、中長期とは、団

塊の世代がすべて 75 歳以上となる 2025（平成 37）年を念頭において段階的に

実施すべき改革である。 

こうした時間軸に沿って、国民の合意を得ながら、目標に向けて着実に改革

を進め、実現していくことが必要である。 
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そもそも、少子高齢化が急速に進む我が国の現状を踏まえれば、社会保障制

度改革の実施は先送りできない待ったなしの課題である。このことを十分に認

識しながら、この改革を進めていく必要がある。 

このような改革の道筋については、定期的に改革の方向性やその進捗状況を

フォローアップしていくことが必要であり、政府の下で必要な体制を確保すべ

きである。 

こうした社会保障制度改革には、以上のような政府（政治や行政）の取組だ

けではなく、実際にサービスを担うサービス提供事業者の自己改革が必要であ

る。また、社会保障は、国民生活に密着し、一人一人にとって不可欠なものと

なっている。こうした社会保障を今後も維持、発展させていくためには、社会

保障を国民の共通財産として、守り、育てていくという意識を持つことが大切

である。 

  このためには、政府は、社会保障の現状や動向等についての情報公開等を

行うだけにとどまらず、若い時期から、教育現場等において社会保障の意義

や役割を学ぶことのできる機会を設けていくことが必要である。 

 

 

第２部 社会保障４分野の改革  
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